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(健発第 0125001 号) 

建築物環境衛生維持管理要領 

 

（抜粋） 

第 2 飲料水の管理 

1 貯水槽(貯湯槽を含む)の清掃 

(1) 貯水槽の清掃を行うに当たっては次の点に留意すること。 

ア 高置水槽又は圧力水槽の清掃は原則として受水槽の清掃と同じ日

に行うこと。 

イ 作業者は常に健康状態に留意するとともに、おおむね 6 箇月ごと

に、病原体がし尿に排せつされる感染症の罹患の有無(又は病原体の

保有の有無)に関して、健康診断を受けること。また、健康状態の不

良なものは作業に従事しないこと。 

ウ 作業衣及び使用器具は、貯水槽の清掃専用のものとすること。ま

た、作業に当たっては、作業衣及び使用器具の消毒を行い、作業が

衛生的に行われるようにすること。 

エ 貯水槽内の照明、換気等に注意して事故防止を図ること。 

オ 壁面等に付着した物質の除去は、貯水槽の材質に応じ、適切な方

法で行うこと。 

カ 水張りを行う際、水道引込管内等の停滞水や管内のもらいさび等

が貯水槽内に流入しないようにすること。 

(2) 貯水槽内の消毒は原則として次の要領に従い行うこと。 

ア 消毒薬は有効塩素 50～100mg／L の濃度の次亜塩素酸ナトリウム

溶液またはこれと同等以上の消毒能力を有する塩素剤を用いること。 

イ 消毒は、貯水槽内の天井の下面、壁面及び床面について、消毒薬

を高圧洗浄機等を利用して噴霧により吹き付けるか、ブラシ等を利

用して行うこと。 

ウ 前記の方法により 2 回以上消毒を行い、消毒後は 30 分以上時間を

おくこと。 

エ 消毒作業が終了した後、洗浄し、洗浄水を排水した後、貯水槽内

への水張りを行うこと。 

(3) 貯水槽の水張り終了後、「空気調和設備等の維持管理及び清掃等

に係る技術上の基準」(平成 15 年厚生労働省告示第 119 号)で示した

基準に従い、給水栓及び貯水槽における水について、水質検査及び

残留塩素の測定を行うこと。 



2 給湯設備の維持管理 

(1) 循環式の中央式給湯設備は、湯槽内の湯温が 60 度以上、末端の

給湯栓でも 55 度以上となるように維持管理すること。 

(2) 循環式の中央式給湯設備では、設備全体に湯水が均一に循環する

ように排水弁、循環ポンプや流量弁を適切に調整すること。 

3 貯水槽等飲料水に関する設備の点検及び補修等 

貯水槽の水漏れ、外壁の損傷、さび及び腐食の有無、マンホールの

密閉状態、水抜管及びオーバーフロー管の排水口空間並びにオーバ

ーフロー管及び通気管等に取り付けられた防虫網の点検は、定期的

に、次の点に留意して行うこと。 

(1) 貯水槽等飲料水に関する設備の損傷、き裂及び水漏れの有無の点

検は、地震等水質に影響を与えるおそれのある事態が発生した場合

にも速やかに行うこと。 

(2) マンホールについては、防水パッキン及び施錠の状態等を点検し、

必要に応じ、取替え等を行うこと。 

(3) 水抜管及びオーバーフロー管の排水口空間が管径の 2 倍以上(た

だし、最小は 150mm)あることを確認すること。 

(4) オーバーフロー管及び通気管等に取り付けられた防虫網につい

ては、詰まり及び損傷の有無を点検し、必要に応じ、掃除、補修等

を行うこと。 

4 飲料水系統配管の維持管理 

(1) 飲料水系統配管の維持管理は、次の点に留意して行うこと。 

ア 管の損傷、さび及び水漏れについては、目視のほか、残留塩素量

及び給水量の推移等を参考として点検し、必要に応じ、管の補修等

を行うこと。 

イ 他系統配管との連結がないこと、衛生器具の吐水口空間が適正に

保たれていること、吐水口空間がとれない場合には、バキュームブ

レーカが取り付けられており、適正に作動していること等を点検し、

飲料水の汚染防止を図ること。 

ウ 給水栓において残留塩素が検出されない場合若しくは残留塩素量

の変動が著しい場合はクロスコネクション等の疑いがあるので、速

やかに原因を解明し、適切な措置を講じること。また、その措置が

講じられるまでの間毎日、残留塩素の測定を行うこと。なお、人の

健康を害する恐れのある場合は、直ちに給水を停止すること。 

(2) 管洗浄については、次の点に留意して行うこと。 



ア 作業を行う前に赤水の状況、管の老朽度、建築物の用途等を考慮

して作業計画をたてること。 

イ 作業に当たっては、著しい騒音及び振動の発生により周囲の生活

環境を損わないようにすること。 

ウ 作業期間中に仮設配管による給水を行う場合は、飲料水の汚染が

起こらぬように注意すること。 

エ 管洗浄に用いた水、砂、薬品等については、2 回以上通水洗浄を

行い、完全に排除すること。 

オ 管洗浄終了後、給水を開始しようとするときは、「空気調和設備

等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準」(平成 15 年厚生労働

省告示第 119 号)に従い、給水栓における水について、水質検査及び

残留塩素の測定を行うこと。 


